
2022年の地雷・不発弾
による被害は報告されて
いるだけで世界49か国、
4,700人以上に上り、その
うち約半数は子どもです。
地雷・不発弾の爆発によ
り命を奪われたり、一命
をとりとめた場合でも、手

や足を失ったり、失明したりして、その後の人生にも大
きな影響を与えます。地雷・不発弾を埋めるのは簡単
ですが、取り除くには時間がかかるため、国の復興や

発展を遅らせ、紛争後も長期にわたり、人々の安心・
安全な暮らしを脅かし続けるのです。
　JICAは、国際組織やNGO、民間企業等様々なパー
トナーと協力をしながら、カンボジアをはじめとする世
界各地で地雷・不発弾対策に取り組んでいます。具
体的には、地雷・不発弾の解放面積  の拡大と地雷
回避教育の推進を通じて、地雷・不発弾による被災
リスクを低減するとともに、被害者に対しては必要な各
種サービスを提供することで社会参加を促進し、被災
した地域の安心安全で包摂的な社会の実現に貢献し
ています。

地雷対策を通じて
「人間の安全保障」を実現する。

JICAの
地雷・不発弾対策
JICAは地雷や不発弾の脅威を受けず、
人々が安心して暮らせる社会の実現を目指しています。

※

※ 調査・除去を通じて地雷・不発弾汚染がないことが確認され解放された土地



無償資金協力等による機材供与（98～） 技術協力によるCMAC組織能力強化（98～）

カンボジア国内の地雷除去の推進

カンボジア国内の地雷除去の推進と
他国への知見共有の開始

国際的な地雷・不発弾対策組織としての体制整備

JICAはCMACによる地雷除去が効率的かつ安全に行われるよう、地
雷除去機等の機材を提供し、機材の運用や管理、効率的な地雷対
策に必要なマネジメント能力の強化などの支援を行ってきました。

従来のカンボジア国内の活動
に対する支援に加え、これまで
の成果・知見を活用し、地雷・
不発弾被害に苦しむ第三国に
対する研修など国際的な協力
も開始します。

1998-2009年

2010年～

地雷・不発弾埋設地域を効率的
に解放していくための機材の供
与、内戦と地雷による被害を次
世代に伝えていくための研修や
広報施設の整備、更にはカンボ
ジアが国際的な地雷・不発弾対
策組織として、他国を支援するた
めの体制整備を支援しています。

2020年～

カンボジアの経験知と日本の技術による挑戦

自立的・持続的な地雷・不発弾対策 地雷・不発弾被害国に対する協力の展開

　地雷・不発弾対策には、①危険を回避するための啓
発活動、②地雷や不発弾の探査・除去活動、③被害者
のための支援、があります。地雷・不発弾を完全に取
り除くためには何十年もかかる可能性があることから、
被害国自身が必要な政策、人材、機材整備等に取り
組み、自立的かつ持続的に実施できることが重要です。
また、女性や子ども、障碍者や貧困層等、様々な人の
意見を反映し、配慮する必要があります。
　JICAはこれらの点に留意しながら、カンボジアなどで
制度づくりや人材育成に対する協力を行ってきました。
また、地雷除去機や地雷探知機を提供し、安全で効率
的な地雷・探査除去を支援してきました。

1998年、クメールルージュとの紛争が終結し、当時
世界で最も多くの地雷被害者が出ていたカンボジアにお
いて、JICAはCMACとの協力を開始しました。それまで、
地雷・不発弾対策は、見つかった地雷原に人が立ち入
らないようにする、あるいは地雷を除去することで目の
前の被害を回避する「緊急的な人道支援」と位置付け
られていましたが、JICAはカンボジアの地雷対策が長期
にわたることを見込み、CMACが持続的に活動できるよ
う、組織の能力強化に焦点を当てることにしました。
CMACが内戦終結後数十年にわたり活動する土台を作
る支援を行いました。その結果、CMACは解放面積（調
査・除去を通じて地雷・不発弾汚染がないことが確認
され解放された土地）を拡大し、1990年代に年間
2,000人を超えていた被害者数を、近年では年間50人
前後まで減らしています。

カンボジア地雷対策センター
（CMAC）に対する協力

カンボジアの地雷対策能力の強化
国際社会が地雷・不発弾対策に取り組む一方、世界には未だ被害に苦しむ国々・地域が多くあり、一部では被害が拡大し
ています。JICAはカンボジアでの協力成果を踏まえ、CMACと協力して地雷・不発弾汚染国における組織能力強化を支援し
ています。また、地雷・不発弾の探査・除去をより安全かつ効率的に推進するため、新たな技術の導入に取り組んでいます。

　カンボジア内戦により紛争が続く中、カンボジア地雷
対策センター（CMAC）は1992年に設立されました。

CMACとの連携による国際協力の推進

紛争下で喫緊のニーズに
応える体制強化支援
戦争が続くウクライナでは、地
雷・不発弾の探査・除去が喫緊
の課題となっています。ウクライ
ナの地雷・不発弾対策能力向上
を支援するため、日本製の地雷
探知機や地雷除去機を提供す
るともに、機材の操作・維持管理
研修をCMACと協働で行ってい
ます。

ウクライナ

不発弾対策のための
組織能力強化
ラオスは投下された爆弾の一人当たり
の数が世界で最も多く、現在も約8000
万個の不発弾が残っていると言われて
います。JICAは2011年から、UXO Laoに
対する除去対象地選定のための仕組み
の導入や、機材・人材管理のためのITシ
ステムの改善のための協力を行っていま
す。CMACは技術面や組織能力強化に
関する知見を共有し、貢献しています。

ラオス
対人地雷対策を
推進するための人材育成
コロンビアでは2016年に政府とFARC（コ
ロンビア革命軍）との間で和平合意が締
結されましたが、全自治体数の約6割に
地雷が残っています。JICAは2010年から
CMACと協力して地雷除去活動を安全・
効率的に行うための研修を実施し、2023
年からは同国の地雷に関する基準・規
則の整備や研修等を通じて、除去活動
の更なる効率化を支援しています。

コロンビア

知見共有を通じたアフリカの
実務機関への支援
アフリカの紛争影響国でも、地雷・不発弾
対策の強化が求められていますが、多くの
国では必要な体制や制度が整備されてい
ません。2024年には、エチオピア、ナイジェリ
ア、ソマリア、南スーダンの地雷・不発弾対
策を管轄する政府組織がカンボジアを訪
れ、CMACの活動を視察しました。将来的
な協力を見据えて、関係を強化するための
プラットフォーム化を推進しています。

アフリカ地域



地雷・不発弾なき世界の実現に向けて

地雷対策支援に関する包括的パッケージ

人間の安全保障と人道・開発・平和の連携

国際社会との連携

〒102-8012
東京都千代田区二番町5-25 二番町センタービル
TEL: 03-5226-6660～6663（代表）
Eメール: gpgpb@jica.go.jp

独立行政法人国際協力機構（JICA／ジャイカ  ）は、
日本の政府開発援助のうち、
二国間援助の実施を一元的に担う国際協力機関です。
世界の約150か国・地域へ協力しています
（注）JICA／ジャイカはJapan International Cooperation Agencyの略称です。

地雷の探査や除去には
日本の技術も役立てられています。

日本製地雷探知機“ALIS”　

住民への啓発活動

被害者との対話

遠隔操作の可能な地雷掘削ロボット“DMR”

日本政府は1997年に「犠牲者ゼロ・プログラム」を提唱し、対
人地雷禁止の実現と地雷除去や犠牲者支援を推進してきました。
2024年7月には、地雷・不発弾対策支援の方針として、リスク回
避教育・啓発支援、地雷除去支援、地雷被害者支援を柱とする「地
雷対策支援に関する包括的パッケージ」と、カンボジアとの連携
による第三国での地雷対策支援や最新技術を用いた機材開発等
を柱とする「日・カンボジア地雷イニシアチブ」を発表しました。

地雷・不発弾対策は、人々の生命や生活の脅威からの「保護」と、
持続的でインクルーシブな社会の再建・復興を通じた人々の「エ
ンパワーメント」を促進することから、人間の安全保障の実現に
貢献するものです。また、紛争中や紛争直後の緊急人道支援の
段階から復旧・復興・開発までの中長期的な取組を視野に入れ
る「人道・開発・平和のネクサス」の観点を取り入れていくこと
が必要です。

地雷に関しては「対人地雷の使用、貯蔵、生産及び移譲の禁
止並びに廃棄に関する条約」（オタワ条約）、また不発弾になり
やすいクラスター弾に関しては「クラスター弾に関する条約」（オ
スロ条約）があり、日本政府も加盟しています。また、JICAは紛
争中や紛争直後の国において地雷対策活動を直接実施している
国連地雷対策サービス部（UNMAS）やセクター全体の調整な
どを行っている国連開発計画（UNDP）の他、NGOや他ドナーと
の協力を推進しています。

【カンボジア・平和構築】
平和構築に向けた絆
～カンボジア地雷対策センターの
改革・成長と南南協力の軌跡～
ウクライナ地雷除去研修（Full）

動画リンクは
こちら▶

（注）


